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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(注) １ 売上高には、消費税は含まれておりません。 

２ 当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、中間連結会計期間等に係る主要な経営指標

等の推移については、記載しておりません。 

３  持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。 

４  純資産の算定にあたり、平成18年９月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準」 (企業会計基準第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指

針」(企業会計基準適用指針第８号)を適用しております。 

５ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載してお

りません。 

回次 第87期中 第88期中 第89期中 第87期 第88期

会計期間 

自 平成17年
   ４月１日
至 平成17年
   ９月30日

自 平成18年
   ４月１日
至 平成18年
   ９月30日

自 平成19年
   ４月１日
至 平成19年
    ９月30日

自 平成17年 
    ４月１日 
至 平成18年 
   ３月31日 

自 平成18年
   ４月１日
至 平成19年 
   ３月31日

売上高 (千円) 1,737,806 1,654,120 1,868,460 3,440,275 3,434,751

経常利益 (千円) 30,353 20,105 64,968 91,110 77,971

中間(当期)純利益 (千円) 15,699 27,370 60,745 53,523 19,524

持分法を適用した場合の 
投資利益 

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 1,066,950 1,066,950 1,066,950 1,066,950 1,066,950

発行済株式総数 (株) 14,672,333 14,672,333 14,672,333 14,672,333 14,672,333

純資産額 (千円) 1,255,989 1,295,709 1,314,035 1,316,361 1,279,699

総資産額 (千円) 3,581,251 3,520,056 3,652,966 3,441,091 3,524,183

１株当たり純資産額 (円) 85.70 88.44 89.71 89.84 87.36

１株当たり中間(当期) 
純利益 

(円) 1.07 1.87 4.15 3.65 1.33

潜在株式調整後 
１株当たり 
中間(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 35.1 36.8 36.0 38.3 36.3

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 40,740 65,546 45,015 226,772 86,455

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △60,143 △10,825 △26,211 △107,839 △81,341

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 22,770 △4,949 △4,442 △103,755 △67,997

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

(千円) 155,192 216,368 118,072 166,591 103,712

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数) 

(名) 
140
(15) 

141
(15) 

145
(21) 

136 
(15) 

138
(16) 



  

２ 【事業の内容】 

当中間会計期間において、当社が営んでいる事業の内容に、重要な変更はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

該当事項はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の従業員の状況 

平成19年９月30日現在 

(注) 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は( )内に中間会計期間の平均人員を外数で記載し

ております。 

  

(2) 労働組合の状況 

労使関係については、特に記載すべき事項はありません。 

従業員数(名)  145 (21) 



  

第２【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1)業績 

当中間期におけるわが国経済は、堅調な企業業績を背景に設備投資の増加と、雇用環境

の改善や個人消費の持ち直しの動きがみられるなど、緩やかな景気回復が続いておりま

す。 

このような状況下におきまして、当社の国内売上高は、伝動用ローラチェーンやコンベ

ヤチェーンを主体としたコア事業分野につきましては、国内景気の回復に伴い事務機器・

搬送機械・医療機器・土木建機向けの販売が増加しました。また、販売力強化に努めた結

果、代理店経由の売上は横這い気味に推移しておりますが、直接販売は順調に拡大しまし

た。また、金属射出成形法による精密機器関連部品については、販路拡大と受注・販売が

順調に進みました。これらを含め、国内売上高は前年同期比14.7％の増加となりました。 

一方、輸出売上高は、農産物価格の高騰で潤っている北米向けが好調に推移しました

が、需要旺盛な東南アジア向けは競争が激しく微減したこともあり、前年同期比2.1％の増

加に止まりました。 

この結果、売上高全体では1,868百万円と前年同期比13.0％の増加となり期初計画を上回

りました。 

損益面につきましては、全社を挙げて生産性の向上に努めるとともに経費の抑制に取り

組んだ結果、経常利益は64百万円(前年同期20百万円)、中間純利益は60百万円(前年同期27

百万円)となり、いずれも期初計画を上回りました。 

  

製品別の売上高の状況は、次のとおりであります。 

・伝動用ローラチェーン 

国内景気の好調にも関係し、事務機器・搬送機械・医療機器・土木建機向けの販売

が増加し、売上高は1,125百万円と前年同期比64百万円（6.0％）の増加となりまし

た。 

・コンベヤチェーン 

搬送機械・食品機械向け等で、装置に使用されているチェーンの取替え需要が回復

したことにより売上高289百万円と前年同期比29百万円（11.2％）の増加となりまし

た。 

・スプロケット類 

設備投資関連の製本・搬送装置等の受注増加により、売上高137百万円と前年同期比9百

万円（7.5％）の増加となりました。 

 



(2)キャッシュ・フローの状況 

当中間会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）の残高は118百万

円となり、前事業年度末と比べ14百万円増加いたしました。 

各キャッシュ・フローの状況は次のとおりです。 

  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動の結果得た資金は45百万円(前年同期は65百万円の収入)となりました。これは

主に売上債権の増加188百万円があったものの、税引前当期純利益64百万円、減価償却費78

百万円、仕入債務の増加額89百万円等によるものです。 

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動の結果支出した資金は26百万円(前年同期は10百万円の支出)となりました。こ

れは主に有形固定資産の取得による支出24百万円によるものです。 

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動の結果支出した資金は4百万円(前年同期は4百万円の支出)となりました。これ

は主に長期借入による収入100百万円があったものの、長期借入金の返済89百万円、短期借

入金の減少10百万円、社債償還による支出5百万円等によるものです。 



  

２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間会計期間における生産実績を製品別に示すと、次のとおりであります。 

  

(2) 受注実績 

当中間会計期間における受注状況を製品別に示すと、次のとおりであります。 

  

(3) 販売実績 

当中間会計期間における販売実績を製品別に示すと、次のとおりであります。 

 

製品別 生産高(千円) 前年同期比(％)

伝動用ローラチェーン 1,027,001 ＋4.9 

コンベヤチェーン 257,059 ＋10.0 

スプロケット類 118,200 ＋9.7 

そ  の  他 159,596 ＋172.1 

合計 1,561,858 ＋13.2 

（注） １ 金額は、販売価格で表示してあります。 

  ２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

製品別 受注高(千円) 前年同期比(％) 受注残高(千円) 前年同期比(％)

伝動用ローラチェーン 1,147,471 ＋8.3 243,980 ＋21.7 

コンベヤチェーン 298,934 ＋10.7 86,942 △0.4 

スプロケット類 146,150 +13.9 33,574 ＋31.9 

そ  の  他 367,621 ＋78.7 74,924 ＋514.7 

合計 1,960,177 ＋17.8 439,423 ＋35.0 

（注） １ 金額は、販売価格で表示してあります。 

  ２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

製品別 販売高(千円) 前年同期比(％)

伝動用ローラチェーン 1,125,121 ＋6.0 

コンベヤチェーン   289,237 ＋11.2 

スプロケット類   137,934 ＋7.5 

そ  の  他   316,167 ＋54.5 

合計 1,868,460 ＋13.0 



  

 (注) １ 前中間会計期間及び当中間会計期間における輸出高の総額及び総販売実績に対する輸出高の割合 

  

２ 前中間会計期間及び当中間会計期間における主な輸出先別の割合 

  

３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

前中間会計期間 当中間会計期間 

輸出高（千円） 割 合（%） 輸出高（千円） 割 合（%） 

229,471 13.9 234,250 12.5 

輸 出 先 前中間会計期間（%） 当中間会計期間（%） 

ア  ジ  ア 

北     米 

ヨ ー ロ ッ パ 

そ  の  他 

54.3 

22.0 

16.4 

7.3 

51.5 

28.6 

13.5 

6.4 

合計 100.0 100.0 



３ 【対処すべき課題】 

当中間会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに

生じた課題はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

５ 【研究開発活動】 

当中間会計期間の研究開発活動は、当社の主力製品である伝動用ローラチェーンにつきまして

は、安全・安心の更なる追求として、従来からの研究テーマ「軽量・高強度チェーン」にさらに

「耐衝撃性能」や「耐熱性能」を大きく高める研究及びチェーンの重要要素である「疲労強度」

の向上研究を行っております。これらチェーン製品についての研究開発費は5,573千円でありま

す。 

また金属射出成形法におきましては、特定金属の組織を顧客の要望に合わせ制御する条件を確

立する研究を行い、昨年度完成した高充填材料の開発とあわせて当中間会計期間の売上に貢献す

ることができました。これに関する研究開発費は308千円であります。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

（1）重要な設備計画の変更 

当中間会計期間において、前事業年度末に計画中であった設備計画について重要な変更はありま

せん。 

（2）重要な設備計画の完了 

前事業年度末に計画していた設備計画のうち、当中間会計期間に完了したものは、次のとおりで

あります。 

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

（3）重要な設備の新設等 

当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設等の計画はありません。 

（4）重要な設備の除却等 

当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の除却等の計画はありません。 

事業所 

(所在地) 
設備の内容 投資額（千円） 完了年月 完成後の増加能力 

本社工場 

(石川県白山市) 
伝動用ローラチェーン 

製 造 設 備 他 
40,816 平成19年９月 

品質向上を図るための

設備であり能力の増加

は殆どなし 

合    計 40,816 ― ― 



  

第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 (注) 平成19年６月28日開催の定時株主総会における資本準備金減少決議に基づくその他資本剰余金 

   への振替であります。 

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 25,000,000 

計 25,000,000 

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成19年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年12月26日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名 
内容 

普通株式  14,672,333  14,672,333
大阪証券取引所 

(市場第２部) 
― 

計  14,672,333  14,672,333 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
 (千円) 

資本金残高
 (千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成19年６月29日 
(注) 

－ 14,672 － 1,066,950 △101,769 168,230



(5) 【大株主の状況】 

平成19年９月30日現在 

  

(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年９月30日現在 

 (注)  1 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が281,000株（議決

権281個）が含まれております。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社保有の自己株式995株が含まれております。 

    

 

氏名又は名称 住所 
所有株式数

(千株) 

発行済株式総数に対する

所有株式数の割合(％)

セーラー万年筆株式会社 東京都江東区毛利2丁目10番18号 1,524 10.39

第一生命保険相互会社 東京都千代田区有楽町1丁目13番1号 1,305 8.89

オリエンタルチエン取引先持株会 石川県白山市宮永市町485番地 1,085 7.39

株式会社北陸銀行 富山県富山市堤町通り1丁目2番26号 700 4.77

上 原 一 由 横浜市鶴見区 632 4.31

秋 田 武 松 千葉県我孫子市 489 3.33

樋 口 信 夫 東京都杉並区 340 2.32

オリエンタルチエン社員持株会 石川県白山市宮永市町485番地 261 1.79

近 藤 サ イ 子 東京都荒川区 187 1.27

西 本 博 行 東京都文京区 186 1.27

計 ― 6,710 45.74

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式)
普通株式     23,000 

― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式 14,533,000 14,533 ― 

単元未満株式 普通株式    116,333 ― ― 

発行済株式総数 14,672,333 ― ― 

総株主の議決権 ― 14,533 ― 



  

② 【自己株式等】 

平成19年９月30日現在 

  

２ 【株価の推移】 

(1) 【当該中間会計期間における月別 高・ 低株価】 

 (注)  株価は、大阪証券取引所市場第二部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありま

せん。 

  

 所有者の氏名 

  又は名称 
所有者の住所 

自己名義所有 
株式数(株) 

他人名義所有 
株式数(株) 

所有株式数 
の合計(株) 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％) 

(自己保有株式) 

オリエンタル 

チエン工業(株) 

石川県白山市 
宮永市町485 

23,000 ― 23,000 0.16 

計 ― 23,000 ― 23,000 0.16 

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

高 (円) 120 131 145 164 144 135 

低 (円) 113 115 117 132 120 119 
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@‚ÉŠÖ‚·‚é‹K‘ ¥ � � �v i º˜a52”N‘å‘ � È—ß‘æ  38 †� BˆÈ ‰ º� u’†ŠÔ� à–

±� ”•\“™‹K‘¥� v‚Æ‚¢‚¤� �B j‚ÉŠî‚Ã‚¢‚Ä� ì� ¬‚µ‚Ä‚¨‚è‚Ü‚·� B 

‚È‚¨� A‘O’†ŠÔ ‰ ïŒvŠúŠÔ� i•½� ¬18”N‚SŒŽ‚P“ú‚©‚ç•½� ¬18”N‚XŒŽ30“ú‚Ü‚Å� j‚Í� A ‰

ü� ³‘O‚Ì’†ŠÔ� à–±� ”•\ “™‹K‘ ¥ ‚ÉŠî‚Ã‚«� A“–’†ŠÔ ‰

ïŒvŠúŠÔ� i•½� ¬19”N‚SŒŽ‚P“ú‚©‚ç•½� ¬19”N‚XŒŽ30“ú‚Ü‚Å� j‚Í� A ‰ ü� ³Œã‚Ì’†ŠÔ� à–

±� ”•\“™‹K‘¥‚ÉŠî‚Ã‚¢‚Ä� ì� ¬‚µ‚Ä‚¨‚è‚Ü‚·� B 

  

‚ �Q @ŠÄ� ¸� Ø–¾‚É‚Â‚¢‚Ä 
“–ŽÐ‚Í� �A ØŒ”Žæˆø–@‘æ  193 ð‚Ì‚Q‚Ì‹K’è‚ÉŠî‚Ã‚«� A‘O’†ŠÔ ‰

ïŒvŠúŠÔ� i•½� ¬18”N‚SŒŽ‚P“ú‚©‚ç•½� ¬18”N‚XŒŽ30“ú‚Ü‚Å� j‚Ì’†ŠÔ� à–

±� ”•\ ‚É‚Â‚ ¢ ‚Ä� A•À‚Ñ‚É� A‹à— �Z ¤•iŽæˆø–@‘æ  193 ð‚Ì‚Q‘æ‚ �P €‚Ì‹K’è‚ÉŠî‚Ã‚«� A“–’†ŠÔ ‰

ïŒvŠúŠÔ� i•½� ¬19”N‚SŒŽ‚P“ú‚©‚ç•½� ¬19”N‚XŒŽ30“ú‚Ü‚Å� j‚Ì’†ŠÔ� à–

±� ”•\‚É‚Â‚¢‚Ä� A‚ ‚¸‚³ŠÄ� ¸– �@ l‚É‚æ‚è’†ŠÔŠÄ� ¸‚ðŽó‚¯‚Ä‚¨‚è‚Ü‚·� B 

  

‚ �R @’†ŠÔ˜AŒ‹� à–±� ”•\‚É‚Â‚¢‚Ä 

“–ŽÐ‚É‚ÍŽq‰ïŽÐ‚ª‚ ‚è‚Ü‚¹‚ñ‚Ì‚Å� A’†ŠÔ˜AŒ‹� à–±� ”•\‚Í� ì� ¬‚µ‚Ä‚¨‚è‚Ü‚¹‚ñ� B 



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 



‚ �Q y’†ŠÔ� à–±� ”•\“™� z 

�(1) y’†ŠÔ� à–±� ”• �\ z 

‡ �@ y’†ŠÔ‘ÝŽØ‘Î� Æ• �\ z 

 

‘O’†ŠÔ‰ïŒvŠúŠÔ–– 

(•½� ¬18”N‚XŒŽ30“ú) 
“–’†ŠÔ‰ïŒvŠúŠÔ–– 

(•½� ¬19”N‚XŒŽ30“ú) 

‘OŽ–‹Æ”N“x‚Ì 

—v–ñ‘ÝŽØ‘Î� Æ•\ 

(•½� ¬19”N‚RŒŽ31“ú) 

‹æ•ª ’� ‹L 
”Ô� † ‹àŠz �( ç‰~) � �\ ¬”ä

�( “) ‹àŠz �( ç‰~) � �\ ¬”ä
�( “) ‹àŠz �( ç‰~) � �\ ¬”ä

�( “) 
(Ž‘ŽY‚Ì•”) 

‡ �T @—¬“®Ž‘ŽY 

� @‚ �P @Œ»‹à‹y‚Ñ—a‹à 266,368 168,072 153,712 

� @‚ �Q @ŽóŽæŽèŒ` � ¦3,4 312,903 497,059 419,396 

� @‚ �R @”„Š|‹à 540,385 670,983 560,364 

� @‚ �S @‚½‚È‰µŽ‘ŽY 750,208 758,196 742,979 

� @‚ �T @‚»‚Ì‘¼ 24,182 25,556 22,431 

� � �@ @ @‘Ý“|ˆø“–‹à � ¢3,603 � ¢1,693 � ¢1,605 
� � �@ @ @—
¬“®Ž‘Ž �Y ‡Œv 1,890,445 53.7 2,118,175 58.0 1,897,280 53.8

‡ �U @ŒÅ’èŽ‘ŽY 

� @‚ �P @—LŒ`ŒÅ’èŽ‘ŽY � ¦1,2 

� �@ @(1) Œš•¨ 317,500 300,427 309,373 

� �@ @(2) ‹@ŠB‹y‚Ñ‘•’u 478,948 430,889 453,371 

� @  �(3) H‹ïŠí‹ï‹y‚Ñ”õ•i 54,047 54,208 53,917 

� �@ @(4) “y’n 242,887 242,887 242,887 

� �@ @(5) ‚»‚Ì‘¼ 34,853 41,274 55,213 
� � � �@ @ @ @—
LŒ`ŒÅ’èŽ‘Ž �Y ‡Œv 1,128,237 1,069,688 1,114,763 

� @‚ �Q @–³Œ`ŒÅ’èŽ‘ŽY 1,960 24,689 27,267 

� @‚ �R @“ŠŽ‘‚»‚Ì‘¼‚ÌŽ‘ŽY     
� �@ @(1)  “ŠŽ‘—L ‰
¿� ØŒ” 299,386 238,230 283,014 

� �@ @(2) ‚»‚Ì‘¼ 204,897 206,585 206,490 

� � � �@ @ @ @‘Ý“|ˆø“–‹à � ¢4,871 � ¢4,402 � ¢4,632 
� � � �@ @ @ @“ŠŽ‘‚»‚Ì‘¼‚ÌŽ‘ŽY 
� � � � �@ @ @ @ ‡Œv 499,412 440,413 484,872 

� � �@ @ @ŒÅ’èŽ‘Ž �Y ‡Œv 1,629,610 46.3 1,534,790 42.0 1,626,903 46.2

� � �@ @ @Ž‘Ž �Y ‡Œv 3,520,056 100.0 3,652,966 100.0 3,524,183 100.0



  

‘O’†ŠÔ‰ïŒvŠúŠÔ–– 

(•½� ¬18”N‚XŒŽ30“ú) 
“–’†ŠÔ‰ïŒvŠúŠÔ–– 

(•½� ¬19”N‚XŒŽ30“ú) 

‘OŽ–‹Æ”N“x‚Ì 

—v–ñ‘ÝŽØ‘Î� Æ•\ 

(•½� ¬19”N‚RŒŽ31“ú) 

‹æ•ª ’� ‹L 
”Ô� † ‹àŠz �( ç‰~) � �\ ¬”ä

�( “) ‹àŠz �( ç‰~) � �\ ¬”ä
�( “) ‹àŠz �( ç‰~) � �\ ¬”ä

�( “) 
(•‰� Â‚Ì•”) 

‡ �T @—¬“®•‰� Â 

� @‚ �P @Žx•¥ŽèŒ` � ¦4 579,321 638,638 545,601 

� @‚ �Q @”ƒŠ|‹à 154,815 202,863 206,393 

� @‚ �R @’ZŠúŽØ“ü‹à � ¦2 695,944 698,604 697,024 

� @‚ �S @–¢•¥– �@ �l Å“™ 7,065 7,107 11,184 

� @‚ � �T @ Ü—^ˆø“–‹à 35,246 31,846 31,846 

� @‚ �U @‚»‚Ì‘¼ � ¦4,5 144,482 136,371 118,454 
� � �@ @ @—¬“®•‰
� Â� ‡Œv 1,616,874 45.9 1,715,431 46.9 1,610,504 45.7

‡ �U @ŒÅ’è•‰� Â 

‚ �P @ŽÐ� Â 40,000 30,000 35,000 

‚ �Q @’·ŠúŽØ“ü‹à � ¦2 437,795 378,831 379,737 

� @‚ �R @ŒJ‰„� Å‹à•‰� Â 40,056 15,232 32,189 

‚ �S @‘Þ� E‹‹•tˆø“–‹à 89,621 119,160 98,879 

‚ �T @–ðˆõ‘Þ� EˆÔ˜Jˆø“–‹à � \ 30,275 38,174 

� @‚ �U @’·Šú—a‚è•Û� Ø‹à � \ 50,000 50,000 
� � �@ @ @ŒÅ’è•‰
� Â� ‡Œv 607,472 17.3 623,499 17.1 633,979 18.0

� � �@ @ @•‰� Â� ‡Œv 2,224,347 63.2 2,338,930 64.0 2,244,484 63.7

�( ƒŽ‘ŽY‚Ì•”) 

‡ �T @Š”ŽåŽ‘–{ 

‚ �P @Ž‘–{‹à 1,066,950 1,066,950 1,066,950 

‚ �Q @Ž‘– �{ è—]‹à 

(1) Ž‘– �{ €”õ‹à 270,000 168,230 270,000 

Ž‘– �{ è—]‹à� ‡Œv 270,000 168,230 270,000 

‚ �R @—˜‰ �v è—]‹à 

(1) ‚»‚Ì‘¼—˜‰ �v è—]‹à 

ŒJ‰z—˜‰ �v è—
]‹à � ¢93,923 60,745 � ¢101,769 

—˜ ‰ �v è—
]‹à� ‡Œv � ¢93,923 60,745 � ¢101,769 

‚ �S @Ž©ŒÈŠ”Ž® � ¢2,372 � ¢2,729 � ¢2,612 

� � �@ @ @Š”ŽåŽ‘– �{ ‡Œv 1,240,654 35.2 1,293,196 35.4 1,232,567 35.0

‡ �U @•]‰¿� EŠ·Ž �Z ·Šz“™ 

‚ �P @‚»‚Ì‘¼—L ‰
¿� ØŒ”•]‰¿� ·Šz‹à 61,599 23,669 52,278 

‚ �Q @ŒJ‰„ƒwƒbƒW‘¹‰v � ¢6,544 � ¢2,830 � ¢5,146 

•]‰¿� EŠ·Ž �Z ·Šz“™ 
� ‡Œv 

55,054 1.6 20,839 0.6 47,131 1.3

� ƒŽ‘Ž �Y ‡Œv 1,295,709 36.8 1,314,035 36.0 1,279,699 36.3

•‰� Â� ƒŽ‘Ž �Y ‡Œv 3,520,056 100.0 3,652,966 100.0 3,524,183 100.0



② 【中間損益計算書】 

  

  

 

   
前中間会計期間 

(自  平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 

(自  平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度の
要約損益計算書 

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 注記
番号

金額(千円)
百分比
(％) 金額(千円)

百分比
(％) 金額(千円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高     1,654,120 100.0 1,868,460 100.0   3,434,751 100.0

Ⅱ 売上原価     1,348,369 81.5 1,500,668 80.3   2,774,435 80.8

   売上総利益     305,751 18.5 367,791 19.7   660,315 19.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費     274,052 16.6 289,286 15.5   561,152 16.3

営業利益     31,699 1.9 78,505 4.2   99,163 2.9

Ⅳ 営業外収益 ※1   7,692 0.5 13,960 0.7   17,850 0.5

Ⅴ 営業外費用 ※2   19,286 1.2 27,497 1.4   39,042 1.1

経常利益     20,105 1.2 64,968 3.5   77,971 2.3

Ⅵ 特別利益 ※3   12,720 0.8 ― ―   12,901 0.4

Ⅶ 特別損失 ※4   1,377 0.1 119 0.0   63,195 1.9

   税引前中間(当期) 
   純利益 

    31,447 1.9 64,849 3.5   27,678 0.8

   法人税、住民税 
   及び事業税     4,077 0.2 4,104 0.2   8,154 0.2

中間(当期)純利益     27,370 1.7 60,745 3.3   19,524 0.6

       



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間 （自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

  

 

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 株主資本合計 

資本準備金 

その他利益 

剰余金 

繰越利益 

剰余金 

平成18年３月31日残高(千円) 1,066,950 270,000 △121,294 △2,240 1,213,415 

中間会計期間中の変動額           

自己株式の取得       △131 △131 

中間純利益     27,370   27,370 

株主資本以外の項目の中間 
会計期間中の変動額(純額) 

        ― 

中間会計期間中の変動額合計 
(千円) 

― ― 27,370 △131 27,239 

平成18年９月30日残高(千円) 1,066,950 270,000 △93,923 △2,372 1,240,654 

            

  

評価・換算差額等 

純資産合計   
その他有価証券 

評価差額金 

繰延ヘッジ 

損益 

評価・換算 

差額等合計 

平成18年３月31日残高(千円) 102,946 ― 102,946 1,316,361   

中間会計期間中の変動額           

自己株式の取得       △131   

中間純利益       27,370   

株主資本以外の項目の中間 
会計期間中の変動額(純額) 

△41,347 △6,544 △47,891 △47,891   

中間会計期間中の変動額合計 
(千円) 

△41,347 △6,544 △47,891 △20,652   

平成18年９月30日残高(千円) 61,599 △6,544 55,054 1,295,709   



当中間会計期間 （自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

  

 

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 株主資本合計 

資本準備金 

その他利益 

剰余金 

繰越利益 

剰余金 

平成19年３月31日残高(千円) 1,066,950 270,000 △101,769 △2,612 1,232,567 

中間会計期間中の変動額           

欠損填補による 
資本剰余金の取崩 

  △101,769 101,769   ― 

自己株式の取得       △116 △116 

中間純利益     60,745   60,745 

株主資本以外の項目の中間 
会計期間中の変動額(純額) 

        ― 

中間会計期間中の変動額合計 
(千円) 

― △101,769 162,515 △116 60,628 

平成19年９月30日残高(千円) 1,066,950 168,230 60,745 △2,729 1,293,196 

            

  

評価・換算差額等 

純資産合計   
その他有価証券 

評価差額金 

繰延ヘッジ 

損益 

評価・換算 

差額等合計 

平成19年３月31日残高(千円) 52,278 △5,146 47,131 1,279,699   

中間会計期間中の変動額           

欠損填補による 
資本剰余金の取崩 

      ―   

自己株式の取得       △116   

中間純利益       60,745   

株主資本以外の項目の中間 
会計期間中の変動額(純額) 

△28,608 2,316 △26,292 △26,292   

中間会計期間中の変動額合計 
(千円) 

△28,608 2,316 △26,292 34,335   

平成19年９月30日残高(千円) 23,669 △2,830 20,839 1,314,035   



前事業年度 （自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

  

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 株主資本合計 

資本準備金 

その他利益 

剰余金 

繰越利益 

剰余金 

平成18年３月31日残高(千円) 1,066,950 270,000 △121,294 △2,240 1,213,415 

事業年度中の変動額           

自己株式の取得       △371 △371 

当期純利益     19,524   19,524 

株主資本以外の項目の事業 
年度中の変動額(純額) 

        ― 

事業年度中の変動額合計 
(千円) 

― ― 19,524 △371 19,152 

平成19年３月31日残高(千円) 1,066,950 270,000 △101,769 △2,612 1,232,567 

            

  

評価・換算差額等 

純資産合計   
その他有価証券 

評価差額金 

繰延ヘッジ 

損益 

評価・換算 

差額等合計 

平成18年３月31日残高(千円) 102,946 ― 102,946 1,316,361   

事業年度中の変動額           

自己株式の取得       △371   

当期純利益       19,524   

株主資本以外の項目の事業 
年度中の変動額(純額) 

△50,668 △5,146 △55,814 △55,814   

事業年度中の変動額合計 
(千円) 

△50,668 △5,146 △55,814 △36,662   

平成19年３月31日残高(千円) 23,669 △5,146 47,131 1,279,699   



  

④ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  

    
 

    

前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日)

当中間会計期間 

(自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日) 

前事業年度 

(自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額 (千円) 金額 (千円) 金額 (千円)

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー 

    

 １ 税引前中間(当期)純利益     31,447   64,849 27,678

 ２ 減価償却費   64,402 78,221 135,611

 ３ その他非資金損失項目   9,826 913 12,953

 ４ 賞与引当金の増加額   5,882 ― 2,482

５ 退職給付引当金の増加額   13,847 20,281 23,105

６ 役員退職慰労引当金の 
増加(△減少)額 

  ― △7,899 38,174

 ７ 貸倒引当金の減少額   △49 △141 △2,287

 ８ 受取利息及び受取配当金   △1,739 △2,282 △2,915

 ９ 支払利息   12,944 11,818 23,131

 10 為替差損益   △4 1 △5

 11 有形固定資産売却及び 
廃棄損 

  1,377 119 2,932

 12 有形固定資産の売却益   △12,720 ― △12,720

 13 売上債権の増加額   △88,096 △188,281 △214,568

 14 たな卸資産の増加額   △22,882 △15,216 △15,653

15  仕入債務の増加額   81,164 89,506 99,022

 16 未払消費税等の増加
   (△減少)額 

  △15,689 5,289 △14,415

 17 その他   4,838 8,136 11,973

    小計   84,549 65,316 114,499

 18 利息及び配当金の受取額   1,739 2,282 2,915

 19 利息の支払額   △12,487 △11,399 △22,705

 20 法人税等の支払額   △8,255 △11,184 △8,255

   営業活動による 
   キャッシュ・フロー 

  65,546 45,015 86,455



  

次へ  

    

前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日)

当中間会計期間 

(自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日) 

前事業年度 

(自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額 (千円) 金額 (千円) 金額 (千円)

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー 

    

 １ 有形固定資産の取得に 
よる支出 

  △20,764 △24,170 △109,705

 ２ 有形固定資産の売却に 
よる収入 

  14,010 ― 14,020

 ３ 無形固定資産の取得に 
よる支出 

  ― ― △25,783

 ４ 投資有価証券の取得に 
よる支出 

  △781 △781 △11,597

 ５ 投資有価証券の売却に 
   よる収入 

  ― ― 10,181

 ６ 貸付による支出   △500 △750 △53,600

 ７ 貸付金の回収による収入   1,306 2,129 52,704

 ８ 定期預金の払戻による 
収入 

  30,000 ― 30,000

９ 長期性預金の預入による 
支出 

  △30,000 ― △30,000

10 保証金受入による収入   ― ― 50,000

 11 その他   △4,094 △2,638 △7,561

   投資活動による 
   キャッシュ・フロー 

  △10,825 △26,211 △81,341

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー 

    

 １ 短期借入金の純減少額   △10,000 △10,000 △9,500

 ２ 長期借入による収入   50,000 100,000 90,000

 ３ 長期借入金の返済に
よる支出 

  △94,818 △89,326 △192,296

 ４ 社債発行による収入   50,000 ― 49,170

５ 社債償還による支出   ― △5,000 △5,000

 ６ 自己株式の取得による 
   支出 

  △131 △116 △371

財務活動による 
   キャッシュ・フロー 

  △4,949 △4,442 △67,997

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
   換算差額 

  4 △1 5

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加 
   (△減少)額 

  49,776 14,359 △62,879

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首 
   残高 

  166,591 103,712 166,591

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間 
   期末(期末)残高 

※１ 216,368 118,072 103,712

      



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 
  

  
 

前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日) 

前事業年度 

(自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日) 

１．資産の評価基準及び評価方法 
（1）有価証券 

その他有価証券 
時価のあるもの 
中間会計期間末日の市場価格等 

に基づく時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定） 

時価のないもの 
移動平均法による原価法 

（2）たな卸資産 
製品・商品・仕掛品 
総平均法による原価法 

原材料・貯蔵品 
移動平均法による原価法 
  

２．固定資産の減価償却の方法 
（1）有形固定資産 

定率法によっております。 
なお、耐用年数及び残存価額に

ついては、法人税法に規定する方

法と同一の基準によっておりま

す。 
ただし、平成10年4月1日以降取

得した建物(建物附属設備は除く)

については、定額法によっており

ます。 

１．資産の評価基準及び評価方法 
（1）有価証券 

その他有価証券 
時価のあるもの 

同 左 
  
  
  

時価のないもの 
同 左 

（2）たな卸資産 

製品・商品・仕掛品 
同 左 

原材料・貯蔵品 
同 左 

  

２．固定資産の減価償却の方法 
（1）有形固定資産 

同 左 

  

  

  

  

  

  

  

  

(会計方針の変更) 

法人税法の改正((所得税法等の一

部を改正する法律 平成19年３月30

日 法律第６号) 及び（法人税法施

行令の一部を改正する政令平成19年

３月30日 政令第83号）)に伴い、

当中間会計期間から、平成19年４月

１日以降に取得したものについて

は、改正後の法人税法に基づく方法

に変更しております。 

これに伴い、前中間会計期間と同

一の方法によった場合と比べ、営業

利益、経常利益及び税引前中間純利

益は、それぞれ1,925千円減少して

おります。 

  

(追加情報) 

当中間会計期間から、平成19年３

月31日以前に取得したものについて

は、償却可能限度額まで償却が終了

した翌年から５年間で均等償却する

方法によっております。 

これにより、営業利益、経常利益

及び税引前中間純利益は、それぞれ

12,019千円減少しております。 

１．資産の評価基準及び評価方法 
（1）有価証券 

その他有価証券 
時価のあるもの 
決算末日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定） 
時価のないもの 

同 左 

（2）たな卸資産 

製品・商品・仕掛品 
同 左 

原材料・貯蔵品 
同 左 

  

２．固定資産の減価償却の方法 
（1）有形固定資産 

同  左 



  

  
 

前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日) 

前事業年度 

(自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日) 

（2）無形固定資産 

ソフトウェア(自社利用分)につい

ては、社内における利用可能期間

(５年)に基づく定額法によっており

ます。 
  
  
  
（3）長期前払費用 

均等償却によっております。 
なお、償却期間については、法

人税法に規定する方法と同一の基

準によっております。 
  
  

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
  
  
  
４．引当金の計上基準 
（1）貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備え

るため、回収不能見込額を計上し

ております。 
a一般債権 
貸倒実績率法によっております。

b貸倒懸念債権及び破産更正債権 
  財務内容評価法によっておりま

す。 
（2）賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の

支出に充てるため、支給見込額に

基づき計上しております。 
（3）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債務

の見込額に基づき、当中間会計期

間末において発生していると認め

られる額を計上しております。 
なお、会計基準変更時差異

(171,153千円)については12年によ

る按分額を費用処理しておりま

す。 

（2）無形固定資産

定額法によっております。 
なお、のれんについては５年間

で償却しております。 
  
  
  

  

（3）長期前払費用 

均等償却によっております。 

  

  

  

  

  

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

  

  

  

４．引当金の計上基準 

（1）貸倒引当金 

同 左 

  

  

  

  

  

  

  

（2）賞与引当金 

同 左 

  

  

（3）退職給付引当金 

同 左 

（2）無形固定資産 
定額法によっております。 
なお、のれんについては５年間

で償却しております。 
ソフトウェア(自社利用分)につ

いては、社内における利用可能期

間(５年)に基づき償却しておりま

す。 
（3）長期前払費用 

同 左 

  

  

  

  

３.繰延資産の処理方法 

社債発行費 

支出時に全額費用として処理し

ております。 

  

４．引当金の計上基準 

（1）貸倒引当金 

同 左 

  

  

  

  

  

  

  

（2）賞与引当金 

同 左 

  

  

（3）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債務

の見込額に基づき、当期末におい

て発生していると認められる額を

計上しております。 

なお、会計基準変更時差異

(171,153千円)については12年によ

る按分額を費用処理しておりま

す。 



  

  

 

前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日) 

前事業年度 

(自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日) 

  
＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
  

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

  
５．外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準 
外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しております。 
  
６．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

（4）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備え

るため、内規に基づく中間期末要

支給額を計上しております。 

  

（追加情報） 

 役員退職慰労引当金は、従来、支

出時の費用として処理しておりまし

たが、前事業年度の下期より期末要

支給額を役員退職慰労引当金として

計上する方法に変更しております。 

 従って、前中間会計期間は従来の

方法によっており、当中間会計期間

と同一の方法を採用した場合と比

べ、前中間会計期間の営業利益及び

経常利益は1,660千円、税引前中間

純利益は36,514千円多く計上されて

おります。 

  

５．外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準 

同 左 

  

  

  

  

６．リース取引の処理方法 

同 左 

（4）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備え

るため、内規に基づく期末要支給

額を計上しております。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

５．外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、期末日

の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理し

ております。 

  

６．リース取引の処理方法 

同 左 



  

  
 

前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日) 

前事業年度 

(自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日) 

７．ヘッジ会計の方法 
①ヘッジ会計の方法 
繰延ヘッジ処理によっておりま

す。 
また、為替予約等が付されてい

る外貨建金銭債権債務等について

は、振当処理を行っております。 
②ヘッジ手段とヘッジ対象 
(ヘッジ手段) 
為替予約取引、金利キャップ

取引 
(ヘッジ対象) 
外貨建債権及び外貨建予定取

引、借入金の利息 
③ヘッジ方針 
外貨建取引の一部について、為

替変動リスクを回避する目的で実

需原則に基づき成約時に為替予約

取引を行うものとしております。 
金利キャップについては、借入

金の金利上昇のリスクを回避する

目的で金利キャップ取引を行って

おります。 
④ヘッジ有効性評価の方法 
ヘッジ対象の相場変動又はキャ

ッシュ・フロー変動の累計とヘッ

ジ手段の相場変動又はキャッシ

ュ・フロー変動の累計を比較し、

その変動額の比率によって有効性

を評価しております。 
ただし、特例処理によっている

デリバティブ取引については、有

効性の評価を省略しております。 
  
８．中間キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 
手許現金、随時引き出し可能な

要求払預金（３か月以内満期の定

期預金を含む）であります。 
  

９．その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 
消費税等の会計処理は、税抜方

式によっております。 

７．ヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

同 左 

  

  

  

  

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

同 左 

  

  

  

  

  

③ヘッジ方針 

同 左 

  

  

  

  

  

  

  

④ヘッジ有効性評価の方法 

同 左 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

８．中間キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

同 左 

  

  

  

９．その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

同 左 

７．ヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

同 左 

  

  

  

  

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

同 左 

  

  

  

  

  

③ヘッジ方針 

同 左 

  

  

  

  

  

  

  

④ヘッジ有効性評価の方法 

同 左 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

８．キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金の範囲 

同 左 

  

  

  

９．その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項 

同 左 



会計方針の変更 

  

 

前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日) 

前事業年度 

(自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日) 

(貸借対照表の純資産の部の表示に
関する会計基準等) 

当中間会計期間から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成17

年12月９日企業会計基準第５号）及

び「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会平成17年12月

９日 企業会計基準適用指針第８

号）を適用しております。 

これによる損益に与える影響はあ

りません。 

なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は1,302,253千円で

あります。 

中間財務諸表等規則の改正によ

り、当中間会計期間における中間財

務諸表は、改正後の中間財務諸表等

規則により作成しております。 

  

  

  

  

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

(貸借対照表の純資産の部の表示に
関する会計基準等) 

当事業年度から「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準第５号）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等の適用指針」（企

業会計基準委員会 平成17年12月９

日 企業会計基準適用指針第８号）

を適用しております。 
これによる損益に与える影響はあ

りません。 
なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は1,284,846千円で

あります。 
財務諸表等規則の改正により、当

事業年度における財務諸表は、改正

後の財務諸表等規則により作成して

おります。 
  

  

  

  

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

  

  

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

(役員退職慰労引当金) 

役員退職慰労金は、従来、支出時

の費用として処理しておりました

が、役員の在任期間にわたり費用を

合理的に配分することにより、期間

損益の適正性を図ること及び近年役

員退職慰労引当金の計上が会計慣行

として定着してきたことに鑑み、当

事業年度より内規に基づく期末要支

給額を役員退職慰労引当金として計

上する方法に変更いたしました。 
この変更に伴い、当事業年度発生

額3,320千円を販売費及び一般管理

費に、また過年度相当額34,854千円

については特別損失に計上しており

ます。 
この結果、従来の方法によった場

合に比べ、営業利益及び経常利益は

3,320千円、税引前当期純利益は

38,174千円それぞれ減少しておりま

す。 
また当中間期後に規定の整備が行

われたため、当中間会計期間につい

ては従来の方法によっております。 
したがって、当中間会計期間は変

更後の方法によった場合に比べ、営

業利益及び経常利益は1,660千円、

税引前中間純利益は36,514千円多く

計上されております。 



注 記 事 項 

(中間貸借対照表関係)  

次へ  

前中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前事業年度末 
（平成19年３月31日） 

※１有形固定資産の減価償却累計額 
         4,568,021千円 
  
  
※２担保資産 
  担保差入資産 
  建    物  305,234千円 
  (うち工場財団) (209,639千円) 
  機械及び装置  474,057千円 
  (うち工場財団) (474,057千円) 
  土    地  237,525千円 
  (うち工場財団) (68,307千円) 
  そ  の  他   11,398千円 
  (うち工場財団) (11,398千円) 
     計   1,028,215千円 
  (うち工場財団) (763,402千円) 
  
  債務の内容 
  短期借入金   695,944千円 
  (うち工場財団) (672,304千円) 
  長期借入金   437,795千円 
  (うち工場財団) (380,385千円) 
     計   1,133,739千円 
  (うち工場財団)(1,052,689千円) 
  
  
※３手形割引高 

受取手形割引高  405,637千円 
営業外手形割引高 65,598千円 
  
  

※４中間会計期間末日満期手形の会

計処理については、満期日に決済

が行われたものとして処理してお

ります。 
  なお、当中間会計期間末日が金

融機関の休日であったため、次の

中間会計期間末日満期手形が中間

会計期間末残高から除かれており

ます。 
 支払手形           138,040千円 
 設備支払手形           460千円 
 受取手形割引高      50,009千円 
  
  
※５消費税等の取扱い 
  仮払消費税等及び仮受消費税等

は相殺のうえ、流動負債の「その

他」に含めて表示しております。 

※１有形固定資産の減価償却累計額 
         4,687,722千円 
  
  
※２担保資産 
  担保差入資産 
  建    物  289,007千円 
  (うち工場財団) (198,943千円) 
  機械及び装置  427,068千円 
  (うち工場財団) (427,068千円) 
  土    地  237,525千円 
  (うち工場財団) (68,307千円) 
  そ  の  他   10,268千円 
  (うち工場財団) (10,268千円) 
     計    963,869千円 
  (うち工場財団) (704,587千円) 
  
  債務の内容 
  短期借入金   698,604千円 
  (うち工場財団) (667,014千円) 
  長期借入金   378,831千円 
  (うち工場財団) (318,371千円) 
     計   1,077,435千円 
  (うち工場財団)( 985,385千円) 
  
  
※３手形割引高 

受取手形割引高  298,641千円 
営業外手形割引高 41,611千円 
  
  

※４中間会計期間末日満期手形の会

計処理については、満期日に決済

が行われたものとして処理してお

ります。 
  なお、当中間会計期間末日が金

融機関の休日であったため、次の

中間会計期間末日満期手形が中間

会計期間末残高から除かれており

ます。 
 支払手形           141,548千円 
 設備支払手形         4,218千円 
 受取手形割引高      51,123千円 
  
  
※５消費税等の取扱い 

同  左 

※１有形固定資産の減価償却累計額 
         4,614,347千円 
  
  
※２担保資産 
  担保差入資産 
  建    物  297,443千円 
  (うち工場財団) (204,688千円) 
  機械及び装置  449,116千円 
  (うち工場財団) (449,116千円) 
  土    地  237,525千円 
  (うち工場財団) (68,307千円) 
  そ  の  他   10,989千円 
  (うち工場財団) (10,989千円) 
     計    995,075千円 
  (うち工場財団) (733,101千円) 
  
  債務の内容 
  短期借入金   697,024千円 
  (うち工場財団) (665,344千円) 
  長期借入金   379,737千円 
  (うち工場財団) (303,527千円) 
     計   1,076,761千円 
  (うち工場財団)( 968,871千円) 
  
  
※３手形割引高 

受取手形割引高  411,143千円 
営業外手形割引高 56,553千円 
  
  

※４期末日満期手形の会計処理につ

いては、満期日に決済が行われた

ものとして処理しております。 
  なお、当期末日が金融機関の休

日であったため、次の期末日満期

手形が当期末残高から除かれてお

ります。 
  
  
 支払手形           148,774千円 
 設備支払手形         7,136千円 
 受取手形割引高      51,021千円 
  
  
  

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

  



(中間損益計算書関係) 

  
 

前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日) 

前事業年度 

(自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日) 

※１営業外収益のうち重要な項目 
受取利息       521千円 
  
  

※２営業外費用のうち重要な項目 
支払利息     11,744千円 
手形売却損         4,246千円 
  

※３特別利益のうち重要な項目 
固定資産売却益(土地) 

        12,720千円 
  
  

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
  
  
  

５減価償却実施額 
有形固定資産      64,332千円 
無形固定資産       70千円 

※１営業外収益のうち重要な項目 
受取利息      774千円 
養老保険解約差益 3,744千円 
  

※２営業外費用のうち重要な項目 
支払利息     11,818千円 
手形売却損        3,036千円 
  

  
＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

  
  
  

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
  
  
  

５減価償却実施額 
有形固定資産     75,642千円 
無形固定資産      2,578千円 

※１営業外収益のうち重要な項目 
受取利息      1,427千円 
  
  

※２営業外費用のうち重要な項目 
支払利息     23,131千円 
手形売却損         8,791千円 
  

※３特別利益のうち重要な項目 
固定資産売却益(土地) 

        12,720千円 
  

※４特別損失のうち重要な項目 
役員退職慰労    34,854千円 
引当金繰入 
代理店支援損   25,408千円 
  

５減価償却実施額 
有形固定資産     135,064千円 
無形固定資産         546千円 



(中間株主資本等変動計算書関係)

  
前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１．発行済株式に関する事項
 

  
２．自己株式に関する事項 

(変動事由の概要) 
増加数の内訳は、次のとおりであります。 
単元未満株式の買取による増加   815株 

  
  

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１．発行済株式に関する事項
 

  
２．自己株式に関する事項 

(変動事由の概要) 
増加数の内訳は、次のとおりであります。 
単元未満株式の買取による増加   850株 

  
  

前事業年度  （自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１．発行済株式に関する事項
 

  
２．自己株式に関する事項 

(変動事由の概要) 
増加数の内訳は、次のとおりであります。 
単元未満株式の買取による増加  2,655株 

 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式（株） 14,672,333 ― ― 14,672,333 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式（株） 20,490 815 ― 21,305 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式（株） 14,672,333 ― ― 14,672,333 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式（株） 23,145 850 ― 23,995 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

普通株式（株） 14,672,333 ― ― 14,672,333 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

普通株式（株） 20,490 2,655 ― 23,145 



(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日) 

前事業年度 

(自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日) 

※１現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

※１現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

※１現金及び現金同等物の期末残

高と貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係 

現金及び預金 266,368千円 現金及び預金 168,072千円 現金及び預金 153,712千円

預入期間が３か月 
を超える定期預金 △50,000千円 

預入期間が３か月

を超える定期預金 △50,000千円
預入期間が３か月 
を超える定期預金 △50,000千円

現金及び現金同等物 216,368千円 現金及び現金同等物 118,072千円 現金及び現金同等物 103,712千円



  
(リース取引関係) 

 

前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日) 

前事業年度 

(自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

(借主側) 

①リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期末残

高相当額 

(借主側)

①リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期末残

高相当額 

(借主側)

①リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び期末残高相

当額 

工具器具及び備品 
取得価額相当額     3,732千円 
減価償却累計額相当額  1,928千円 
中間期末残高相当額     1,803千円 

工具器具及び備品

取得価額相当額     3,732千円

減価償却累計額相当額  2,674千円

中間期末残高相当額     1,057千円

工具器具及び備品

取得価額相当額     3,732千円

減価償却累計額相当額   2,301千円

期末残高相当額         1,430千円

    ソフトウェア 
取得価額相当額    46,974千円 
減価償却累計額相当額 21,522千円 
中間期末残高相当額    25,452千円 

    ソフトウェア

取得価額相当額    42,420千円

減価償却累計額相当額 25,452千円

中間期末残高相当額    16,968千円

   ソフトウェア

取得価額相当額    46,974千円

減価償却累計額相当額 25,764千円

期末残高相当額      21,210千円

そ の 他 
取得価額相当額     7,644千円 
減価償却累計額相当額  3,312千円 
中間期末残高相当額     4,331千円 

そ の 他

取得価額相当額     7,644千円

減価償却累計額相当額  4,841千円

中間期末残高相当額     2,802千円

そ の 他

取得価額相当額     7,644千円

減価償却累計額相当額  4,076千円

期末残高相当額       3,567千円

合      計 
取得価額相当額    58,350千円 
減価償却累計額相当額 26,762千円 
中間期末残高相当額    31,587千円 

合      計

取得価額相当額    53,796千円

減価償却累計額相当額 32,967千円

中間期末残高相当額    20,828千円

合      計

取得価額相当額    58,350千円

減価償却累計額相当額 32,142千円

期末残高相当額      26,207千円

なお、取得価額相当額は、未経過 

リース料中間期末残高が有形固定資

産の中間期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法により算 

定しております。 

同 左 なお、取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産の

期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定して

おります。 

②未経過リース料中間期末残高 
相当額 

  １年以内         10,759千円 
  １年 超         20,828千円 
   合 計         31,587千円 

②未経過リース料中間期末残高

相当額 
  １年以内         10,759千円

  １年 超         10,069千円

   合 計         20,828千円

②未経過リース料期末残高相当額

  
  １年以内         10,759千円

  １年 超         15,448千円

   合 計          26,207千円

なお、未経過リース料中間期末残 

高相当額は、未経過リース料中間期 

末残高が有形固定資産の中間期末残

高等に占める割合が低いため、支払 

利子込み法により算定しておりま

す。 

同 左 なお、未経過リース料期末残高相

当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法に

より算定しております。 

③支払リース料及び減価償却費 
 相当額 
  支払リース料    5,455千円 
  減価償却費相当額  5,455千円 

③支払リース料及び減価償却費

 相当額 
  支払リース料    5,379千円

  減価償却費相当額  5,379千円

③支払リース料及び減価償却費 
 相当額 
  支払リース料    10,835千円

  減価償却費相当額 10,835千円

④減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし,残存価

額を零とする定額法によっておりま

す。 

④減価償却費相当額の算定方法

同 左 

④減価償却費相当額の算定方法 

同 左 



  
(有価証券関係) 
前中間会計期間末(平成18年９月30日) 

１．時価のある有価証券 

  

２．時価評価されていない有価証券 

  
当中間会計期間末(平成19年９月30日)  

１．時価のある有価証券 

  

２．時価評価されていない有価証券  

  
前事業年度末(平成19年３月31日) 

１．時価のある有価証券 

  

２．時価評価されていない有価証券 

  
 

区分 取得原価(千円) 中間貸借対照表計上額(千円) 差額(千円) 

その他有価証券 
①株 式 
②その他 

  
１８０,９０６ 
１０,０００ 

  
２８２,９７６ 

９,５８６ 

  
１０２,０６９ 

△４１４ 

計 １９０,９０６ ２９２,５６２ １０１,６５５ 

内容 中間貸借対照表計上額(千円) 

その他有価証券 

①マネー・マネージメント・ファンド 

②非上場株式 

  

５,３９２ 

６,８２４ 

計          １２,２１６ 

区分 取得原価(千円) 中間貸借対照表計上額(千円) 差額(千円) 

その他有価証券 
①株 式 

 ②その他 

  
１８２,５０４ 
１０,０００ 

  
２２１,８２８ 

９,５７８ 

  
３９,３２３ 

△４２２ 

計 １９２,５０４ ２３１,４０６ ３８,９０１ 

内容 中間貸借対照表計上額(千円) 

その他有価証券 

①マネー・マネージメント・ファンド 

②非上場株式 

  

５,４１０ 

６,８２４ 

計          １２,２３４ 

区分 取得原価(千円) 貸借対照表計上額(千円) 差額(千円) 

その他有価証券 
①株 式 

 ②その他 

  
１８１,７２２ 
１０,０００ 

  
２６６,３２３ 

９,８６７ 

  
８４,６００ 

△１３３ 

計 １９１,７２２ ２７６,１９０ ８４,４６７ 

内容 貸借対照表計上額(千円) 

その他有価証券 

①マネー・マネージメント・ファンド 

②非上場株式 

  

５,３９９ 

６,８２４ 

計          １２,２２３ 



  
(デリバティブ取引関係) 

前中間会計期間末（平成18年９月30日） 

該当事項は、ありません。 

なお、為替予約取引及び金利キャップ取引を行っておりますが、いずれもヘッジ会計を適用しておりますので

注記の対象から除いております。 

  

当中間会計期間末（平成19年９月30日） 

該当事項は、ありません。 

なお、為替予約取引及び金利キャップ取引を行っておりますが、いずれもヘッジ会計を適用しておりますので

注記の対象から除いております。 

  

前事業年度末（平成19年３月31日） 

該当事項は、ありません。 

なお、為替予約取引及び金利キャップ取引を行っておりますが、いずれもヘッジ会計を適用しておりますので

注記の対象から除いております。 
  
  

 (持分法損益等) 
前中間会計期間（平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

関連会社がないため、該当事項はありません。 

当中間会計期間（平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

関連会社がないため、該当事項はありません。 

前事業年度（平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

関連会社がないため、該当事項はありません。 



  
 (１株当たり情報) 

  
(注) 算定上の基礎 
 1．1株当たり純資産額   

  
２．1株当たり中間 (当期) 純利益 

  
  
  

 (重要な後発事象) 
  

該当事項はありません。 
  
  
  

 (2)   【その他】 
  

該当事項はありません。 

前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日) 

前事業年度 

(自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日) 

１株当たり純資産額   88円 44銭 
１株当たり中間純利益  1円 87銭 
なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式がないため、記載しておりませ

ん。 
  

(追加情報) 
当中間会計期間から、改正後の

「１株当たり当期純利益に関する会

計基準」（企業会計基準委員会 最

終改正平成18年１月31日 企業会計

基準第２号）及び「１株当たり当期

純利益に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準委員会 最終改

正平成18年１月31日 企業会計基準

適用指針第４号）を適用しておりま

す。 
なお、前中間会計期間と同様の方法

により算定した当中間会計期間の１

株当たり純資産額は、88円88銭とな

ります。 

１株当たり純資産額   89円 71銭 
１株当たり中間純利益  4円 15銭 

同 左 

１株当たり純資産額   87円36銭 
１株当たり当期純利益  1円33銭 
なお、潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額については、潜

在株式がないため、記載しており

ません。 

項 目 
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日) 

前事業年度 

(自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日) 

純資産の部の合計額(千円) 1,295,709 1,314,035 1,279,699

普通株式に係る純資産額(千円) 1,295,709 1,314,035 1,279,699

普通株式の発行済株式数(千株)     14,672     14,672     14,672

普通株式の自己株式数(千株) 21 23 23

１株当たり純資産の算定に用

いられた普通株式の数(千株) 
14,651 14,648 14,649

項 目 
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日) 

前事業年度 

(自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日) 

中間(当期)純利益(千円) 27,370 60,745  19,524

普通株式に係る中間(当期)純利益 27,370 60,745  19,524

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ― ―

普通株式の期中平均株式数(千株) 14,651 14,648   14,651
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独立監査人の中間監査報告書 

  

平成18年12月22日 

オリエンタルチエン工業株式会社 

取 締 役 会  御 中 

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状

況」に掲げられているオリエンタルチエン工業株式会社の平成18年4月1日から平成19年3月

31日までの第88期事業年度の中間会計期間（平成18年4月1日から平成18年9月30日まで）に

係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算

書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明

することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の

基準は、当監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関し

て投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ること

を求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手

続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意

見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間

財務諸表の作成基準に準拠して、オリエンタルチエン工業株式会社の平成18年9月30日現在

の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成18年4月1日から平成18年9月30

日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているもの

と認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。 

  

以  上 

  

あ ず さ 監 査 法 人 

指 定 社 員 
業務執行社員 

公認会計士 浅 田 利 博  ㊞ 

      

※     上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が

別途保管しております。 



  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

  

平成19年12月21日 

オリエンタルチエン工業株式会社 

取 締 役 会  御 中 

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、

「経理の状況」に掲げられているオリエンタルチエン工業株式会社の平成19年4月1日から平

成20年3月31日までの第89期事業年度の中間会計期間（平成19年4月1日から平成19年9月30日

まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等

変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸

表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意

見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の

基準は、当監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関し

て投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ること

を求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手

続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意

見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間

財務諸表の作成基準に準拠して、オリエンタルチエン工業株式会社の平成19年9月30日現在

の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成19年4月1日から平成19年9月30

日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているもの

と認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。 

  

以  上 

  

あ ず さ 監 査 法 人 

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 山 田  雄 一 ㊞ 

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 近 藤  久 晴 ㊞ 

※     上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が

別途保管しております。 
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